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【目的】これまでに、健康日本21(第2次)で示されているリスク因子の改善による死因別年齢調整死亡率の低下に

伴って、長期的に生じる死因別死亡数の状況の変化や平均寿命の延伸などについて、全国の疾患別の推計を

行った先行研究がある。本研究では全国の疾病構造の将来推計に関する先行研究をもとに、都道府県別の疾病構

造の将来推計計算ツールを開発することを目的とした。【方法】生命表の「特定死因を除去した場合の平均寿命

の延び」の計算原理を応用して、リスク因子の改善により死因別年齢調整死亡率が低下した場合の、平均寿命の

延び等について全国の将来推計を行った先行研究を応用した。都道府県毎に、健康日本21(第2次)の目標を例とし

て、2010年を基準年とし、性別で、疾患別(脳血管疾患、虚血性心疾患、悪性新生物、その他)の死亡数等の将来

予測を4つの場合 (2022年(現状維持)、2022年(目標達成)、2050年(現状維持)、2050年(目標達成)) で比較し

た。【結果】本研究で開発した疾病構造の将来推計計算ツールでは、コントロールパネル上の疾患番号を選択す

ることで、それに対応した疾患の年齢別死亡数が容易に推計できるようになった。また、必要に応じて、リスク

因子の改善を、血圧等の連続変数の場合は平均値で、喫煙率等のカテゴリー変数の場合は割合で「目標」の値を

設定すると、2010〜2050年までの死因別死亡数、人口、平均寿命の変化が都道府県別に容易に推計できるよう

になった。【結論】健康日本21(第2次)の目標を例とした都道府県毎の疾病構造の将来推計計算ツールを開発し

た。本研究は、厚生労働科学研究費補助金 循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 人口構成、社会経

済状況、生活習慣の変化を考慮した疾病構造と経済的負担の将来予測(H25－循環器等(生習)－一般－002) (研究代

表者：井上真奈美)の補助を受けて行われた。
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Abstract 

The local health promotion plan is needed to improve further in Japan and it is necessary to make a projection of disease 

structure and socioeconomic burden over the next several decades and to update the plan based on the projection. The 

purpose of this study is to develop a method and a simulation program to project a long-term change in the cause-specific 

number of deaths, life expectancy, and population structure, based on the projected age-adjusted mortality rate improved 

by modifying several risk factors. 

The calculation principle of ‘the extension of life expectancy after the exclusion of specific causes of death’ in the life-

table was applied to project the future life expectancy and other health status caused as the result of improved cause-specific 

mortality rate and risk factors. As an example, the future projection was performed by considering the goals of 

cardiovascular diseases and cancer in Health Japan 21 (2nd edition). The future projections of age-specific number of deaths 

from cerebrovascular disease, ischemic heart disease, malignant neoplasm, and other causes are compared in 2010, 2022, 

and 2050 based on whether or not the goals of Health Japan 21 (2nd edition) is achieved. The result of this study would be 

informative to determine the goals of local health promotion plans in Japan. 

 

Keywords: Health Japan 21 (2nd edition), Future projection, Life expectancy, Population structure, 
Prefectural governments 

1. 緒論 
健康日本 21（第 2 次）1)2)で第 4 次となる国民健康づくり運

動を、より長期的に効果的に推進していくためには、今後数

十年間という長期における人口構成の変化等を踏まえて疾

病構造の変化や経済的負担について予測することが必要で

ある。 

健康日本 21(第 2次)では循環器疾患の予防に関する目標

として「脳血管疾患・虚血性心疾患の年齢調整死亡率の減少」

が示されており、これらの目標値が達成された場合の平均寿

命や人口などの長期的な将来推計に関する報告がある 3)。し

かし、この報告では、各疾患の年齢調整死亡率が減少した場

合のみの推計であり、健康日本 21(第 2 次)の循環器疾患の

目標達成に関連するリスク因子としてあげられている高血圧

や脂質異常症などが改善した場合についての推計は行われ

ていない。 

 

2.目的 
本研究では全国の疾病構造の将来推計に関する先行研

究をもとに、健康日本 21（第 2次）で目標としているリスク因子

の改善によって期待される死因別(脳血管疾患・虚血性心疾

患・悪性新生物・その他)の年齢調整死亡率の低下の結果と

して、長期的に生じる死因別死亡の状況の変化、平均寿命

の延伸、人口構成の変化について、地方自治体における健

康施策の推進のために利用可能な、都道府県別の疾病構造

の将来推計計算ツールを開発することを目的とした。 

 

3.方法 
3.1 使用したデータ 

本研究では、第 21回生命表（2010年完全生命表）4)、2010

年人口動態統計（性・年齢別・死因別死亡数）5)、2010 年国

勢調査人口（日本人人口）6)を用いた。死因別死亡と各疾患

発症の相対危険は、厚生労働科学研究の研究班で分析した

日本人を対象としたコホート研究から報告された値を用いた 3)。 

 

3.2 平均寿命の将来予測 

3.2.1 計算式 

 主要な死因別の年齢調整死亡率（または年齢別死亡率）が

変化したときに、将来の平均寿命の変化を予測することを考

える。 

類似の方法として、生命表と人口動態統計（死亡）に基づ

いて計算される「特定死因を除去した場合の平均余命の延

び」がある 7)。これは、悪性新生物や脳血管疾患などの特定
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の死因が完全に（100%）除去された場合に期待される平均余

命の延びを推計したものであり、現実にはこれらの死因が

100%除去される状況はあり得ないが、同じ計算原理を用い

れば、健康日本 21（第 2 次）で目標としているように、特定の

死因による年齢調整死亡率が一定割合で改善した場合（例：

75 歳未満の悪性新生物年齢調整死亡率を 12%低下）の平

均余命の延びや人口構成の変化等を推計することが可能と

考えられる。 

 「特定死因を除去した場合の平均余命の延び」では、𝑥歳

以上𝑥 + 𝑛歳未満における第𝑖死因および全死因による死亡

数（人口動態統計の死亡数）をそれぞれ D𝑥
𝑖

𝑛  , D𝑥𝑛 と表すと、

第𝑖死因を除去した場合の生命表における死亡率は、 

 

 

                                …① 

 

 

と近似される 7)。ここで、 𝑝𝑥𝑛 は生命表における生存率である。

「特定死因を除去した場合の平均余命の延び」では第𝑖死因

として、悪性新生物、脳血管疾患等の一般的な死因分類が

用いられているが、例えば「悪性新生物のうちの 12%」を第𝑖

死因と定義すれば、「悪性新生物が 12%減少した場合の平

均余命の延び」も同様の原理で計算可能と考えられる。複数

死因を組み合わせた場合も同様である。すなわち、様々な死

因𝑖について𝑥歳以上𝑥 + 𝑛歳未満における死亡率がRR𝑥
𝑖 倍

（例えば 12%減少ならば 0.88 倍）に変化した場合、①式で

D𝑥
𝑖

𝑛 を∑ ((1 − RR𝑥
𝑖 ) × D𝑥

𝑖
𝑛 )𝑖 に置き換えて、 

 

 

 

…② 

 

 

とすればよい。 

 

3.2.2 リスク因子が改善した場合 

本研究では、先行研究で報告されている死因別死亡率が

健康日本 21(第 2 次)の目標を達成した場合の計算方法を応

用した 3)。健康日本 21(第 2次)循環器疾患の目標では「主要

な生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底に関する目標」

として、主要なリスク因子(例、高血圧や脂質異常症など)の改

善が示されている 8)9)10)。これらの目標が 2022 年までに達成

されて、その後 2050年まで一定だった場合(シナリオ『目標達

成』)と、2010 年の年齢調整死亡率が将来も不変と仮定した

場合(シナリオ『現状維持』)の両シナリオについて、②式によ

って 2010～2050 年までの生命表(年齢別死亡率)を作成し、

平均寿命を推計した。また、「年齢調整死亡率の減少」が指

標とされているが、当該年齢の全ての年齢別死亡率が同じ比

率で減少すると仮定した。リスク因子の改善による死因別死

亡率の低下は以下のように推定した。 

リスク因子が連続変数の場合、比例ハザードモデルにより

+1 単位あたりの相対危険（ハザード比）がRR1𝑥
𝑖であったとす

ると、k単位変化した時の相対危険は、 

 

 

                     …③ 

 

 

である。リスク因子がカテゴリー変数の場合も同様に、コホート

研究により要因あり vs.なしの相対危険がRRC𝑥
𝑖であったとする。

ベースライン時の要因保有率をP0、目標値をP1とすると、 

 

 

…④ 

 

 

である。③④式を用いて、リスク因子が改善した場合のRR𝑥
𝑖 を

②式に代入して、2010～2050 年までの生命表（年齢別死亡

率）を作成し、平均寿命を推計した。 

 

3.3 人口の将来予測 

 y年（y = 2011～2050）の𝑥歳人口は、 

 

 

…⑤ 

 

 

により推計した。ここで、 q1 𝑦,𝑥はy年の生命表における死亡率

であり、上記 3.2.2 によって計算した 2010～2050 年までの生

命表（年齢別死亡率）により得られる。なお、単純化するため、

出入国による人口の移動は考えず、出生と死亡だけで人口

が変化する（封鎖人口）と仮定した。 

 

3.4 死因別死亡数の将来推計 

y年の𝑥歳の死因 iの死亡数M𝑦,𝑥
𝑖 は、 

 

 

…⑥ 

 

 

により推計した。ここで、死因𝑖による死亡率 q1 𝑦,𝑥
𝑖 は、 

 

 

…⑦ 

 

とした。 

 

3.5 都道府県別の将来推計 

 上記 3.2～3.4の推計方法を応用すると、都道府県レベルで

も将来の平均寿命、人口構成、死因別死亡数を推計できる。

ただし、人口が少ない県の場合、上記と同様の方法では誤差

が大きくなる。そこで、都道府県別の推計では 3 次のポアソン

回帰、 

 

…⑧ 

 

 

により 2010 年の年齢 x+0.5 歳における死因 iの死亡率の予 

測値を算出し、これに⑤式で計算した都道府県別人口

N_(y,x)を乗じた値を、 D𝑥
𝑖

1 ,と D𝑥1 として用いた。 

 

3.6 都道府県別の将来推計計算ツールの開発 

上記 3.2～3.4 の計算方法を用いて、健康日本 21(第 2 次)

の目標を例として、都道府県毎の疾病構造の将来推計を簡

単に行える将来推計計算ツール（Microsoft Excel のワークシ

ート）を開発した。本ツールでは、2010 年を基準年とし、性別
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で、疾患別(脳血管疾患、虚血性心疾患、悪性新生物、その

他)の死亡数等の将来予測を 4 つの場合 (2022 年(現状維

持)、2022 年(目標達成)、2050 年(現状維持)、2050 年(目標

達成)) で比較できるようにした。 

 

4.結果 
本研究で開発した疾病構造の将来推計計算ツールでは、

コントロールパネル上の疾患番号を選択することで(図 1)、そ
れに対応した疾患の年齢別死亡数が容易に推計できるよう
になった。また、必要に応じて、リスク因子の改善を、血圧等
の連続変数の場合は平均値で(図 1)、喫煙率等のカテゴリー
変数の場合は割合で「目標」の値を設定すると(図 2)、2010～
2050 年までの死因別死亡数(図 3)、人口(図 4)、平均寿命の
変化(図 5)が都道府県別に容易に推計できるようになった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 1 将来推計計算ツールのコントロールパネル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 2 喫煙率と糖尿病の割合の目標値入力画面 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 3 推計結果の例(脳血管疾患の男性の年齢別死亡数) 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 4 推計結果の例(男性の年齢別人口) 
 
 
 
 
 
 
 図 5 推計結果の例(平均寿命の延び、死亡数の改善) 
 
 

5.考察 
生命表の「特定死因を除去した場合の平均余命の延び」

の計算原理を応用して、リスク因子の改善にともなって死因

別の年齢調整死亡率が改善した場合の、平均寿命の延び等

について将来推計を行う方法を検討し、疾病構造の将来推

計計算ツールを作成した。本ツールは、一般的に広く利用さ

れている Excel のワークシートで開発されているため、特別な

ソフトウェアなどを追加で購入しなくても利用が可能である。ま

た、本ツールはユーザーに生物統計学などの専門的な知識

を求めることはなく、ユーザーがコントロールパネル上にリスク

因子の目標値などの必要最低限の値を入力するだけで、そ

れに対応した 2010 年から 2050 年までの死因別死亡数、年

齢別人口、平均寿命の変化の推計結果を瞬時に表示するこ

とができる。本ツールは、都道府県等で健康施策の推進に携

わる担当者が将来予測に基づいた健康日本 21(第二次)地方

計画の目標設定を行う際に利用できる。 

 

6.結論 
健康日本 21(第 2 次)の目標を例とした都道府県毎の疾病

構造の将来推計計算ツールを開発した。本ツールは、特別

なソフトウェアや専門的な知識を必要とせず、都道府県等の

健康施策の推進を担当する自治体職員が簡単に利用可能

な推計ツールである。本研究は、厚生労働科学研究費補助

金 循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 

人口構成、社会経済状況、生活習慣の変化を考慮した疾病

構造と経済的負担の将来予測(H25-循環器等(生習)-一般-

002) (研究代表者：井上真奈美) の補助を受けて行われた。 
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